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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 第40期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

    ２ 第40期連結会計年度は、期末日が連結子会社のみなし取得日となるため、連結損益計算書及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書は作成しておりません。したがって、売上高、利益及びキャッシュ・フローに係る数値

は、記載しておりません 

３ 第40期連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

４ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) － － － － － 

経常利益 (百万円) － － － － － 

当期純利益 (百万円) － － － － － 

純資産額 (百万円) － － － － 75,941 

総資産額 (百万円) － － － － 159,542 

１株当たり純資産額 (円) － － － － 3,088.30 

１株当たり当期純利益金額 (円) － － － － － 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) － － － － 47.6 

自己資本利益率 (％) － － － － － 

株価収益率 (倍) － － － － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － － － － － 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円) － － － － － 

従業員数 (名) － － － － 1,863 

（外、パートタイマー 

及び嘱託） 
(名) (－) (－) (－) (－) (2,792) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 第40期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

２ 当社は、３月16日から翌年３月15日までの12ヶ月間を１事業年度としております。 

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

４ 第36期の１株当たり配当額40円には東京証券取引所市場第一部上場記念配当10円、また、第38期の１株当た

り配当額25円には特別配当５円をそれぞれ含んでおります。 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 164,060 180,519 193,860 200,161 207,337 

経常利益 (百万円) 10,661 11,377 12,644 11,198 9,713 

当期純利益 (百万円) 6,088 6,057 7,191 4,153 5,483 

資本金 (百万円) 12,851 12,855 12,857 12,980 13,001 

発行済株式総数 (株) 12,248,060 12,250,460 24,502,920 24,569,820 24,583,420 

純資産額 (百万円) 55,142 60,655 67,319 71,085 75,941 

総資産額 (百万円) 129,476 134,058 143,792 146,601 157,922 

１株当たり純資産額 (円) 4,502.27 4,945.38 2,744.40 2,891.08 3,088.30 

１株当たり配当額 (円) 40.00 40.00 25.0 25.0 30.0 

（内１株当たり 

中間配当額） 
(円) (－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利益金額 (円) 528.41 488.45 290.45 167.12 223.11 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円) 528.05 488.20 289.87 166.70 223.09 

自己資本比率 (％) 42.6 45.3 46.8 48.5 48.1 

自己資本利益率 (％) 12.5 10.5 11.2 6.0 7.5 

株価収益率 (倍) 13.7 17.8 16.1 27.2 14.5 

配当性向 (％) 7.6 8.2 8.6 15.0 13.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 10,773 12,526 13,554 9,304 10,599 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △8,663 △11,607 △10,119 △10,585 △8,675 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 1,585 △3,985 △1,079 △1,592 2,325 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円) 18,434 15,368 17,726 14,852 19,102 

従業員数 (名) 1,270 1,370 1,544 1,686 1,793 

（外、パートタイマー 

及び嘱託） 
(名) (1,617) (1,924) (2,164) (2,312) (2,664) 



５ 第38期については、平成16年４月30日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

６ 平成16年４月30日付をもって１株につき２株の割合で株式分割を行っており、平成16年３月15日現在の株価

は権利落ち後の株価となっております。なお、第37期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算出のもと

となる平均株価及び株価収益率の算出のもととなる期末日における株価につきましては、権利落ち後の株価

に分割割合を乗じて調整しております。 

７ 第37期から「一株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「一株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

８ 従業員数は正社員数であり、（ ）内にパートタイマー及び嘱託（８時間換算、平均雇用人員）を外数で記

載しております。なお、従業員数は、就業人員数を記載しております。 



２【沿革】 

 当社の創業者である河内良三郎は、昭和35年７月栃木県栃木市に医薬品等の小売業を目的として「河内薬品」を創

業いたしました。 

 昭和42年４月「有限会社 河内薬品」（代表取締役 河内良三郎、資本金 1,000千円）を設立し法人組織といた

しました。 

 会社設立後の沿革は次のとおりであります。 

年月 事項 

昭和42年４月 有限会社 河内薬品を設立。 

昭和55年７月 株式会社カワチ薬品に改組。（資本金 2,200万円 保有店舗数12店舗） 

昭和57年３月 本店を現在の栃木県小山市に移転。 

昭和59年10月 栃木県宇都宮市の三の沢店に当社初のPOS（販売時点情報管理システム）レジを導入。 

昭和61年４月 プライベートブランド商品の開発及び販売を開始。 

昭和61年10月 埼玉県久喜市に久喜店を設置。埼玉県への出店開始。 

平成元年７月 栃木県宇都宮市の川俣店にて酒類販売免許を取得。 

平成元年11月 群馬県伊勢崎市に伊勢崎店を設置。群馬県への出店開始。 

平成２年12月 全店POS（販売時点情報管理システム）化計画を開始。 

平成４年１月 福島県福島市に鎌田店を設置。福島県への出店開始。 

平成４年４月 仙台市青葉区に南吉成店を設置。宮城県への出店開始。 

平成４年10月 茨城県日立市の田尻店を増床し、売場面積417坪のメガ・ドラッグストアを設置。 

平成６年３月 EOS（電子発注システム）を導入。 

平成７年４月 福島県白河市に売場面積677坪のメガ・ドラッグストア、白河店を設置。 

平成８年10月 茨城県日立市の田尻店に初の調剤薬局を併設。調剤事業を開始。 

平成11年８月 群馬県富岡市に、調剤薬局を組み入れた売場面積1,011坪のメガ・ドラッグストア、富岡店を設

置。 

平成12年４月 矢板南店（栃木県矢板市）が、福祉用具貸与事業所に指定され事業開始。 

平成12年６月 千葉県千葉市におゆみ野店を設置。千葉県への出店開始。 

平成12年９月 店頭売買有価証券として日本証券業協会（現ジャスダック証券取引所）へ登録。 

平成12年11月 山形県山形市に山形南店を設置。山形県への出店開始。 

平成13年５月 商品の共同仕入を目的として、株式会社サンドラッグと業務提携に関する覚書を締結。 

平成14年７月 岩手県盛岡市に盛岡みたけ店を設置。岩手県への出店開始。 

平成14年11月 新潟県長岡市に長岡店を設置。新潟県への出店開始。 

平成14年12月 東京証券取引所市場第一部へ上場。 

平成15年６月 長野県佐久市に佐久平店を設置。長野県への出店開始。 

平成17年８月 東京都多摩市に多摩ニュータウン店を設置。東京都への出店開始。 

平成18年12月 茨城県に本社を置く株式会社倉持薬局を完全子会社化。 

平成19年２月 静岡県静岡市に清水鳥坂店を設置。静岡県への出店開始。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、医薬品、化粧品、日用雑貨、食料品及び酒類等を販売するドラッグストア並びに調剤を主体とし

た薬局を営む小売業であります。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

(1）主要取扱商品 

(2）店舗の特長 

 当社グループでは、郊外型の店舗を主に出店しており、売場面積400坪以上をメガ・ドラッグストアと定義し、

現在では売場面積400坪～1,000坪のメガ・ドラッグストアを中心に展開しております。また、車社会に対応した広

い駐車場を店舗の前面に構え、一台あたりの駐車スペースも広くとっております。店舗形態はワンフロアとなって

おり、前面の駐車場から地続きになっていることで、段差もなく直接店内に入ることができるバリアフリー型にな

っております。その店内は、非常に明るく、クリンリネスを徹底することで、お客様が快適にお買い物ができるよ

うに配慮し、さらに、ファーマーシー・モア（お客様の健康で快適な生活を実現する）というコンセプトのもと、

商品を豊富に幅広い構成で揃え、シンプルなレイアウトと広い通路をとることにより、商品を見つけやすく分かり

やすいよう配置しております。 

 また、現在は医薬分業に対応した、よりお客様の利便性を考えた、調剤薬局併設型メガ・ドラッグストア（イン

ストア型も含む）の店舗展開も積極的に行っております。 

商品区分 主要品目 

医薬品 
風邪薬、胃腸薬、各種ビタミン剤、目薬、外傷薬、介護用品、調剤に係る収入、調

剤技術に係る収入 

化粧品 基礎化粧品、メイク化粧品、男性化粧品 

雑貨 洗剤、トイレットペーパー、ペット用品、紙オムツ、粉ミルク 

一般食品 加工食品、日配品、菓子、飲料、酒 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、（ ）内にパートタイマー及び嘱託（８時間換算、平均雇用人員）を外数で記

載しております。 

２ 当社グループは、特定のセグメントに区分できないため、全従業員数を全社として記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、（ ）内にパートタイマー及び嘱託（８時間換算、平均雇用人員）を外数で記

載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

 株式会社倉持薬局  茨城県坂東市 50 

 医薬品、化粧

品、日用雑貨、一

般食品の販売 

100 
 役員の兼任あ

り。 

  （平成19年３月15日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

 全社 1,863 (2,792) 

合計 1,863 (2,792) 

  （平成19年３月15日現在）

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,793 

（2,664） 
29.1 6.6 4,772,979 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 提出会社の連結子会社は、期末日をみなし取得日としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結して

おります。これに伴い、(1)業績及び(2)キャッシュ・フローの状況については、提出会社のみの状況を記載して

おります。 

  

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資等の拡大や雇用改善の動きが見ら

れ、景気は戦後最長の持続的な回復基調にありました。しかしながらドラッグストア業界におきましては、温暖

な気候状況による季節商品への影響やヒット商品の反動による影響に加え、新規出店も加速しており、依然とし

て厳しい環境が続いております。 

 このような中、提出会社では独自のメガ・ドラッグストアの店舗展開を進め、医薬品、化粧品の専門性強化策

を行う一方、品揃えや販売価格の見直しを行うとともにカウンセリング力を強化し、積極的な集客に努めてまい

りました。 

 出店につきましては、ドミナント化を進めるために既存地区への新規出店として、茨城県、宮城県、栃木県、

埼玉県に各２店舗、千葉県に１店舗、新規地区への出店として静岡県に１店舗、計10店舗を出店いたしました。

その他茨城県に２店舗、埼玉県において１店舗の増床をいたしました。なお、茨城県の１店舗をリロケーション

の一環として退店しております。 

 以上の結果、提出会社の売上高は2,073億37百万円（前期2,001億61百万円）で前期比71億75百万円の増加とな

りました。利益につきましては、経常利益97億13百万円（同111億98百万円）で前期比14億85百万円の減少、当期

純利益につきましては、54億83百万円（同41億53百万円）で前期比13億30百万円の増加となりました。 

 次期の見通しといたしましては、堅調な企業収益を背景とした設備投資の増加が続き、引き続き国内民間需要

を中心とした回復基調が続くものと思われます。一方、個人消費においては一部の高額消費では期待できるもの

の、一般消費に関しては将来の個人負担増への懸念から、引き続き厳しい状況が続くものと思われます。 

 当社グループといたしましては、小売業全体の競争激化の対策として、引き続き差別化をねらった医薬品・化

粧品の専門性強化を進めてまいります。また、品揃えや販売価格の見直しを行う一方、健康志向の高まりによっ

て予防医学へのニーズが年々高まっていること等を勘案し、更なる利便性の提供を行うため、一部既存店の改装

も実施してまいります。 

 また、出店につきましては、新規地区への進出とドミナント化を図るべく、16店舗の出店を計画しておりま

す。また、既存店舗に調剤薬局の併設を３店舗計画しております。 

 なお、調剤薬局１店舗をリロケーションにより退店する計画をしております。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、棚卸資産の増加及び株式会社倉持薬局の

子会社化に伴う投資有価証券の取得等があったものの仕入債務が増加したこと、長期借入金による収入等により

前事業年度に比して42億49百万円増加し、191億２百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、105億99百万円となりました。これは主に棚卸資産の増加額が28億54百万円あ

ったものの、仕入債務の増加額が34億88百万円、税引前当期純利益が94億83百万円あったことによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、86億75百万円となりました。これは主に新規出店10店舗に係る有形固定資産

の取得等に64億51百万円、連結子会社の株式取得に係る投資有価証券の取得等に13億10百万円、差入敷金保証金

の差入等に４億74百万円を支出したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、23億25百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済に160億２百万

円、配当金の支払に６億14百万円支出したものの、長期借入金による収入が186億円あったことによるものであり

ます。 



２【仕入及び販売の状況】 

     提出会社の連結子会社は、期末日をみなし取得日としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結して

おります。これに伴い、(1)仕入実績及び(2)販売実績については、提出会社のみの状況を記載しております。 

(1）仕入実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 複数の事業部を有しておりませんので主要品目別区分により記載しております。 

(2）販売実績 

(a）地区別売上高 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(b）商品別売上高 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 複数の事業部を有しておりませんので主要品目別区分により記載しております。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

当社は一部掛売りによる販売も行っておりますが、一般消費者に対する店頭販売がほとんどであります。 

区分 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品 23,612 104.4 

化粧品 11,651 110.6 

雑貨 52,262 104.1 

一般食品 77,971 104.6 

合計 165,497 104.8 

都道府県 店舗数（店） 売上高（百万円） 前期比（％） 

栃木県 43 52,893 100.7 

茨城県 37 48,407 99.9 

福島県 17 25,436 100.9 

群馬県 12 22,287 106.2 

宮城県 14 17,572 105.5 

埼玉県他 14 14,760 120.9 

千葉県 9 10,600 119.4 

山形県 4 5,925 102.6 

新潟県 4 4,210 98.5 

岩手県 2 2,684 95.7 

長野県他 3 2,558 106.5 

合計 159 207,337 103.6 

区分 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品 34,159 103.6 

化粧品 15,573 110.9 

雑貨 64,357 103.1 

一般食品 93,247 102.8 

合計 207,337 103.6 



３【対処すべき課題】 

 当社グループにおいて、店舗出店が急速に進む中、店長となるべき人材の育成が重要であると考えており、次代を

担う人材の育成を図るべき教育カリキュラムの改善・実践に努めてまいる所存です。 

 また、業務の効率化を図るために、独自の物流システムを構築する必要があると考えております。今後、作業シス

テムと物流システムとの融合に取組んでまいります。 

 地球環境への配慮の観点から、省エネルギー対策を実施するべく、使用電力の削減に取り組むとともに、エコバッ

グの導入を進めてまいります。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業上のリスクとして考えられる主な事項を記載しております。投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

（法的規制について） 

（「薬事法」等による規制について） 

 当社グループは、「薬事法」上の医薬品を販売するにあたり、各都道府県の許可・指定・免許・登録及び届出

を必要としており、医薬品販売許可、薬局開設許可及び保険薬局指定等の許可を受けて営業しております。今

後、薬事法等の改正により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、食品の一部、たばこ、酒類等の販売については、食品衛生法等それぞれ関係法令に基づき、所轄官公庁

の許可・免許・登録等を必要としており、当該法令等の改正により、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

（出店に関する規制について） 

 当社グループは、1,000㎡超の店舗の新規出店及び既存店の増床等について、「大規模小売店立地法」（以

下、「大店立地法」という）により、規制を受けております。 

 すなわち、「大店立地法」において、売場面積1,000㎡超の新規出店及び既存店の増床等について、都道府県

知事（政令指定都市においては市長）に届出が義務付けられており、騒音、交通渋滞及びゴミ処理など地域の生

活環境への配慮が審査事項になります。このため、出店地域によってはその影響が及ぶ可能性があります。 

（薬剤師の確保について） 

 平成10年12月２日に厚生省医薬安全局長（現在の厚生労働省医薬食品局長）から都道府県に対して「薬局等にお

ける薬剤師による管理及び情報提供の徹底について」が通知され、店舗数の拡大に際しては薬剤師の確保が重要と

なっております。そのため、薬剤師が確保できない場合、店舗の営業時間や出店政策に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 なお、上記記載のうち、将来に関する部分は、当事業年度末（平成19年３月15日）現在において判断したものであ

ります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  提出会社の連結子会社は、期末日をみなし取得日としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結して

おります。これに伴い、(2)②経営成績の分析については、提出会社のみの状況を記載しております。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの財務諸表は、我が国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この財務諸表の作成にあたり、将来発生する事象に対し見積り及び仮定設定を行わなければなりません。

当社グループは、投資、法人税に対応する繰延税金資産、退職金等に対して継続して評価を行っております。これ

らの見積りについては過去の実績を勘案し、合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実

際の結果と異なる場合があります。 

(2）財政状態及び経営成績の分析 

①財政状態の分析 

 当連結会計年度末の総資産は、1,595億42百万円でしたが、そのうち流動資産は405億９百万円、固定資産は

1,190億32百万円となりました。また、当連結会計年度末の負債合計は、836億１百万円でしたが、そのうち流動負

債は556億99百万円、固定負債は279億１百万円となりました。 

   当連結会計年度末の純資産は、759億41百万円、自己資本比率は47.6％となりました。その結果、１株当たり純

資産額は3,088円30銭となりました。 

    なお、提出会社の資産、負債及び純資産の状況は、以下のとおりです。 

   当事業年度末の総資産は、1,579億22百万円（前期1,466億１百万円）で前期比113億21百万円増加しましたが、

そのうち流動資産は、387億61百万円（同309億21百万円）で前期比78億40百万円の増加、固定資産は1,191億60百

万円（同1,156億80百万円）で前期比34億80百万円の増加となりました。これに対する当事業年度末の負債合計

は、819億81百万円（同755億16百万円）で前期比64億65百万円増加しましたが、そのうち流動負債は、543億80百

万円（同508億10百万円）で前期比35億69百万円の増加、固定負債は276億円（同247億５百万円）で前期比28億95

百万円の増加となりました。 

 当事業年度末の純資産は、759億41百万円、自己資本比率は48.1％となりました。その結果、１株当たり純資産

額は3,088円30銭となりました。 

②経営成績の分析 

 当事業年度の売上高は、2,073億37百万円（前期2,001億61百万円）で前期比3.6％増となりました。その内訳

は、医薬品部門が341億59百万円（同329億76百万円）で前期比3.6％増、化粧品部門が155億73百万円（同140億

39百万円）で前期比10.9％増、雑貨部門が643億57百万円（同624億円）で3.1％増、食品部門が932億47百万円

（同907億46百万円）で2.8％増となりました。 

 売上総利益は、446億94百万円（同434億８百万円）で前期比12億86百万円増加しましたが、売上総利益率は

21.6％（同21.7％）となりました。 

 販売費及び一般管理費は、出店数増加による人件費の増加、賃借料の増加により、351億３百万円（同323億４

百万円）で前期比27億98百万円増加したため、売上高販管費比率は17.0％（同16.2％）となりました。 

 営業利益は、95億90百万円（同111億３百万円）で前期比15億12百万円減少し、営業利益率は4.6％（同

5.5％）となりました。 

 経常利益は、97億13百万円（同111億98百万円）で前期比14億85百万円減少し、経常利益率は4.7％（同

5.6％）となりました。 

 当期純利益は、54億83百万円（同41億53百万円）で前期比13億30百万円増加し、当期純利益率は2.6％（同

2.1％）となりました。その結果、１株当たり当期純利益は、223円11銭（同167円12銭）で前期比55円98銭の増

加となりました。 

  

 キャッシュ・フローの状況につきましては、「１業績等の概要」に記載しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資の総額は73億16百万円であります。その主なものは、新規出店11店舗(株式会社

倉持薬局1店舗を含む)によるものであります。 



２【主要な設備の状況】 

   当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

事業所名 
売場面積 

（㎡） 

建物及び構
築物 

（百万円） 

有形固定資
産その他 

（百万円）

土地 その他の資産 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

従業員数 

（人） 
面積（㎡） 

帳簿価額 

（百万円） 

店舗 

岩手県 5,444 356 22 
(2,934) 

6,712 
285 533 1,198 23 

宮城県 35,693 3,993 255 
(112,166) 

153,266 
3,273 1,312 8,834 161 

山形県 12,816 1,436 64 
(51,120) 

61,338 
581 203 2,286 44 

福島県 42,673 5,091 248 
(142,021) 

206,573 
9,082 1,460 15,883 185 

茨城県 81,139 9,402 619 
(223,831) 

352,228 
13,543 2,360 25,926 410 

栃木県 69,062 8,571 493 
(228,624) 

339,941 
10,965 2,852 22,883 418 

群馬県 36,463 4,093 237 
(95,679) 

175,359 
7,088 703 12,123 162 

埼玉県 20,656 3,067 268 
(65,361) 

89,987 
3,623 1,082 8,041 135 

千葉県 22,635 3,075 220 
(65,056) 

89,824 
2,616 538 6,450 97 

東京都 2,686 379 32 
(14,876) 

14,876 
－ 333 745 15 

新潟県 10,317 1,303 51 
(44,686) 

51,176 
421 206 1,983 43 

長野県 5,539 752 33 
(30,120) 

30,120 
－ 205 991 21 

静岡県 2,107 398 51 
(8,277) 

8,789 
46 50 547 11 

店舗小計 347,235 41,923 2,599 
(1,084,757) 

1,580,195 
51,527 11,845 107,895 1,725 

その他 

本部 － 236 73 
(11) 

12,610 
461 3 775 56 

倉庫 － 3 － 
(－) 

547 
28 － 31 － 

社員寮 － 67 － 
(－) 

861 
74 － 142 － 

その他 － 441 1 

[47,107] 

(15,642) 

47,107 

1,781 228 2,453 － 

開発物件 － － － 
(41,024) 

58,279 
641 97 739 12 

その他小計 － 749 75 

[47,107] 

(56,679) 

119,407 

2,987 330 4,142 68 

合計 347,235 42,672 2,675 

[47,107] 

(1,141,437) 

1,699,603 

54,514 12,175 112,038 1,793 



 （注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 「有形固定資産その他」は車両運搬具及び器具備品であります。 

３ 「その他の資産」は借地権、長期前払費用、差入敷金保証金であります。 

４ 金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

５ 土地面積のうち（ ）内の数字は賃借中のものを内数で表示しております。 

６ 土地面積のうち［ ］内の数字は賃貸中のものを内数で表示しております。 

７ 従業員数には、嘱託及びパートタイマーは含まれておりません。 

８ 事業所名の「その他」の「その他」には、賃貸土地、遊休地が含まれております。 

(2）国内子会社 

 （注） １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

      ２ 「有形固定資産その他」は車両運搬具及び器具備品であります。 

          ３ 「その他の資産」は借地権、長期前払費用、差入敷金保証金であります。 

          ４ 金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

          ５ 従業員数には、嘱託及びパートタイマーは含まれておりません。 

(3）在外子会社 

該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 平成19年３月15日現在における設備計画の主なものは次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 投資予定額は、土地、借地権、建物、構築物、器具備品、差入敷金保証金及び長期前払費用等であります。

３ 増加予定面積は、建築面積を示しております。 

４ 着手・着手予定年月は、造成工事がある場合は造成着工予定年月、造成工事がない場合は建設着工予定年

月、建物が賃借の場合は建物引渡予定年月としております。なお、当該年月は、所在地に複数の店舗がある

ため、着手・着手予定年月については、当該店舗のうち着手年月が最も早い店舗のものを、完了予定年月に

ついては、最も遅い店舗のものを記載しております。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

売場面積
（㎡） 

建物及び
構築物 
（百万円）

有形固定資
産その他 
（百万円） 

 土地 その他の資
産 

（百万円） 

合計 
（百万円） 

従業員数 
（人） 面積（㎡）

 帳簿価額 
（百万円）

 株式会社

倉持薬局 

 店舗 

 茨城県 8,420 393 54 800 52 181 682 55 

 栃木県 1,112 5 3 ― ― 34 43 5 

店舗小計 9,532 399 58 800 52 216 726 60 

 その他  本部 ― 0 7 372 21 6 34 10 

 合計 9,532 399 65 1,172 73 222 760 70 

所在地 店舗数 設備の内容 
投資予定額（百万円） 

資金調達方
法 

着手・着手予
定年月 

完了予定年月 
増加予定面積
（㎡） 

総額 既支払額 

 東北地区  4  店舗新設 2,234 621 
 自己資金

及び借入金 
 平成18年９月  平成19年12月 13,628 

 関東地区他  5  店舗新設 1,794 185 
 自己資金

及び借入金 
 平成18年12月  平成19年12月 13,844 

合計  9 － 4,029 807 － － － 27,472 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 52,000,000 

計 52,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年３月15日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月12日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,583,420 24,583,420 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 24,583,420 24,583,420 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

 （注）１ 払込価額は新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもっ

て次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

２ 払込価額は新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（ストックオプションによる権利行使、及び

平成14年４月１日改正前商法に定める転換社債の転換ならびに新株引受権付社債の行使を除く）を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

なお、平成14年12月４日にて時価を下回る価額で新株の発行が行われたため、払込金額10,437円、資本組入

額5,219円にそれぞれ調整しております。 

株主総会の特別決議日（平成14年６月13日） 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数 595個 同左  

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数 119,000株 同左  

新株予約権の行使時の払込金額 5,219円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日～ 

平成19年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   5,219円 

資本組入額  2,610円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割り当て

を受けたものは、権利行

使時においても、当社の

取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあること

を要す。ただし、定年退

職及びその他正当な理由

のある場合はこの限りで

はない。 

 その他の条件は、本総

会および新株予約権発行

日の取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権の割

り当てを受けたものとの

間で締結する「新株予約

権付与契約」で定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するた

めには、取締役会の承認

を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 －  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割（または併合）の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



３ 平成16年１月９日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成16年４月30日付をもって普通株式１株を２株に

分割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

４ 資本組入額は、払込金額の２分の１を基礎として算出した金額であります。 

また、払込金額の調整が行われた場合の資本組入額は調整後の払込金額の２分の１とします。 

なお、計算の結果、１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げた額とします。 

５ 平成14年６月13日開催の定時株主総会の特別決議により、当初、当社の取締役６名及び従業員21名に対し

72,000株（分割調整後144,000株）付与しましたが、平成19年５月31日現在、取締役５名及び従業員19名に

対し119,000株となっております。 

 （注）１ 払込価額は新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもっ

て次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

株主総会の特別決議日（平成15年６月12日） 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数 632個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 126,400株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 3,850円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～ 

平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   3,850円 

資本組入額  1,925円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割り当て

を受けたものは、権利行

使時においても、当社の

取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあること

を要す。ただし、定年退

職及びその他正当な理由

のある場合はこの限りで

はない。 

 その他の条件は、本総

会および新株予約権発行

日の取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権の割

り当てを受けたものとの

間で締結する「新株予約

権付与契約」で定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するた

めには、取締役会の承認

を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  －   － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －   － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割（または併合）の比率



２ 払込価額は新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（ストックオプションによる権利行使、及び

平成14年４月１日改正前商法に定める転換社債の転換ならびに新株引受権付社債の行使を除く）を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

３ 平成16年１月９日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成16年４月30日付をもって普通株式１株を２株に

分割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

４ 資本組入額は、払込金額の２分の１を基礎として算出した金額であります。 

また、払込金額の調整が行われた場合の資本組入額は調整後の払込金額の２分の１とします。 

なお、計算の結果、１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り上げた額とします。 

５ 平成15年６月12日開催の定時株主総会の特別決議により、当初、当社の取締役５名、監査役２名及び従業員

39名に対し100,000株（分割調整後200,000株）付与しましたが、平成19年５月31日現在、取締役４名、監査

役１名及び従業員28名に対し126,400株となっております。 

 ② 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりです。 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

株主総会決議日（平成18年６月８日） 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数 435個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 43,500株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 3,996円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月１日～ 

平成23年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   3,996円 

資本組入額  1,998円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割り当て

を受けたものは、権利行

使時においても、当社の

取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあること

を要す。ただし、定年退

職及びその他正当な理由

のある場合はこの限りで

はない。 

 その他の条件は、本総

会および新株予約権発行

日の取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権の割

り当てを受けたものとの

間で締結する「新株予約

権付与契約」で定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するた

めには、取締役会の承認

を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  －   － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －   － 



 （注）１ 新株予約権発行日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額

が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予

約権発行日の終値とする。  

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権及び新株引受権の行使の場合を除

く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

２ 平成18年６月８日開催の定時株主総会の特別決議により、当社の取締役4名及び監査役３名に対し43,500株

付与しました。 

（注）１ 新株予約権発行日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く）の東京証券取引所における当社普通

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割（または併合）の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たりの株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

株主総会の特別決議日（平成18年６月８日） 

  
事業年度末現在 

（平成19年３月15日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数 1,055個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 105,500株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 3,996円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月１日～ 

平成23年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   3,996円 

資本組入額  1,998円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割り当て

を受けたものは、権利行

使時においても、当社の

取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあること

を要す。ただし、定年退

職及びその他正当な理由

のある場合はこの限りで

はない。 

 その他の条件は、本総

会および新株予約権発行

日の取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権の割

り当てを受けたものとの

間で締結する「新株予約

権付与契約」で定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するた

めには、取締役会の承認

を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  －   － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －   － 



株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が新株予約

権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権発行日

の終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権及び新株引受権の行使の場合を除

く）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

     ２ 平成18年６月８日開催の定時株主総会の特別決議により、当初、当社の従業員61名に対し106,500株付与し

ましたが、平成19年５月31日現在、１名の退職により、従業員60名に対し105,500株となっております。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割（または併合）の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たりの株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成14年12月４日 有償一般募集 1,000千株 

発行価格：7,760円 発行価額：7,360円 資本組入額：3,680円 

２ 新株引受権の行使による増加 発行株式数 8,100株 資本金 16百万円 資本準備金 16百万円 

３ 新株引受権の行使による増加 発行株式数 2,400株 資本金  4百万円 資本準備金  4百万円 

４ 新株引受権の行使による増加 発行株式数 2,000株 資本金  2百万円 資本準備金  2百万円 

５ 平成16年４月30日付をもって、１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が12,250,460株増加しておりま

す。 

６ 新株引受権の行使による増加 発行株式数  6,500株 資本金  6百万円 資本準備金  6百万円 

新株予約権の行使による増加 発行株式数 60,400株 資本金 116百万円 資本準備金 116百万円 

７ 新株引受権の行使による増加 発行株式数  5,400株 資本金   5百万円 資本準備金   5百万円 

 新株予約権の行使による増加 発行株式数   8,200株 資本金  15百万円 資本準備金  15百万円 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

２ 自己株式851株は「個人その他」に８単元、「単元未満株式の状況」に51株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年３月16日～ 

平成15年３月15日 

（注）１，２ 

1,008,100 12,248,060 3,696 12,851 3,696 14,731 

平成15年３月16日～ 

平成16年３月15日 

（注）３ 

2,400 12,250,460 4 12,855 4 14,736 

平成16年３月16日～ 

平成17年３月15日 

（注）４，５ 

12,252,460 24,502,920 2 12,857 2 14,738 

平成17年３月16日～ 

平成18年３月15日 

（注）６ 

66,900 24,569,820 122 12,980 122 14,860 

平成18年３月16日～ 

平成19年３月15日 

 （注）７ 

13,600 24,583,420 21 13,001 21 14,882 

  （平成19年３月15日現在）

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 58 25 116 134 1 6,769 7,103 － 

所有株式数

（単元） 
― 57,832 917 22,381 53,824 15 110,856 245,825 920 

所有株式数の

割合（％） 
― 23.5 0.4 9.1 21.9 0.0 45.1 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

  （平成19年３月15日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

河内 伸二 栃木県栃木市 2,425 9.86 

河内 博子 栃木県栃木市 2,305 9.37 

河内 一真 栃木県栃木市 2,287 9.30 

財団法人河内奨学財団 栃木県小山市大字卒島1293番地 2,000 8.13 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱信託口 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,476 6.00 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱信託口 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,368 5.56 

河内 タカ 栃木県栃木市 909 3.69 

河内 良三郎 栃木県栃木市 899 3.65 

バンクオブニューヨークヨー

ロッパリミテッド131705（常

任代理人㈱みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室） 

 67 LOMBARD STREET LONDON EC3P 3DL 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
641 2.60 

 ゴールドマン・サックス・

インターナショナル（常任代

理人ゴールドマン・サックス

証券㈱） 

 133 FLEET STREET LONDON EC4A2BB，U.K 

 (東京都港区六本木６丁目10番１号六本木

ヒルズ森タワー) 

638 2.59 

計 － 14,951 60.82 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

① 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

   （平成14年６月13日定時株主総会決議） 

旧商法に基づき、平成14年６月13日第35回定時株主総会終結時に在任する取締役及び同日に在籍する従業員に対

して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月13日の定時株主総会において特別決議され

たものであります。 

  （平成19年３月15日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   800 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

24,581,700 
245,817 － 

単元未満株式 普通株式   920 － － 

発行済株式総数 24,583,420 － － 

総株主の議決権 － 245,817 － 

  （平成19年３月15日現在）

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
  

株式会社カワチ薬

品 

栃木県小山市大字

卒島1293番地 
800 － 800 0.00 

計 － 800 － 800 0.00 

決議年月日 平成14年６月13日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名、及び従業員21名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



（平成15年６月12日定時株主総会決議） 

  旧商法に基づき、平成15年６月12日第36回定時株主総会終結時に在任する取締役、監査役及び同日に在籍する従

業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成15年６月12日の定時株主総会において特別

決議されたものであります。 

（平成18年６月８日定時株主総会決議） 

 会社法に基づき、平成18年６月８日第39回定時株主総会終結時に在任する取締役及び監査役に対して新株予約権

に関する報酬として平成18年６月８日の定時株主総会において決議されたものであります。 

決議年月日 平成15年６月12日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役５名、監査役２名及び従業員39名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成18年６月８日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び監査役３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



（平成18年６月８日定時株主総会決議） 

 会社法に基づき、平成18年６月８日第39回定時株主総会終結時に在籍する従業員に対して特に有利な条件をもっ

て新株予約権を発行することを平成18年６月８日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

決議年月日 平成18年６月８日 

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員61名 

新株予約権の目的となる株式の種類 (2）「新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

３【配当政策】 

 当社は株主への利益還元を最重要経営課題として位置づけるとともに、将来の事業展開を勘案し、経営基盤の充

実・強化による安定した成長を確保するために必要な内部留保を図りながら、継続的、安定的な配当を行うことを基

本方針としております。 

 当事業年度におきましては、株主の皆様による日頃からのひとかたならぬご支援に感謝し、１株につき普通配当５

円を増配し30円とすることとしました。 

  内部留保資金につきましては、店舗の新設、増床及び改装に伴う設備投資資金として充当する方針であります。 

 当社は、取締役会の決議によって、毎年９月15日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質

権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 当社株式は平成14年12月４日から東京証券取引所市場第一部に上場しております。 

２ 株価は、平成14年12月３日以前は日本証券業協会（現ジャスダック証券取引所）の公表によるもので、第36

期は（ ）表示をしており、平成14年12月４日以降は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 851 － 851 － 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円） 

 平成19年６月11日 定時株主総会決議 737 30 

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） （11,000）8,440 
8,840 

※4,550 
5,600 5,300 4,800 

最低（円） （7,230）7,070 
6,300 

※4,080 
3,920 4,050 3,060 



(2）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１ 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ 月別の最高・最低株価は、暦月で表示しております。 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 3,710 3,590 3,430 3,700 3,440 3,470 

最低（円） 3,230 3,060 3,200 3,290 3,200 3,140 



５【役員の状況】 

 （注）１ 監査役佐藤祐次及び澤田利夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ２ 平成19年６月11日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

 ３ 平成16年６月７日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
  河内 伸二 昭和32年３月31日生 

昭和56年４月 三共㈱入社 

（注）

2 
2,425 

昭和58年５月 ㈱カワチ薬品入社 

平成元年３月 当社簗瀬店店長 

平成３年５月 当社取締役川俣店店長 

平成５年10月 当社取締役人材開発部長 

平成11年６月 当社専務取締役人材開発部長 

平成12年３月 当社専務取締役経営企画室長 

平成14年６月 当社代表取締役社長（現任） 

取締役 店舗開発部長 北橋 透 昭和25年３月６日生 

昭和47年１月 栃木トヨペット㈱入社 

（注）

2 
43 

昭和49年２月 ㈲河内薬品入社 

平成３年３月 当社宇都宮東ブロック長 

平成５年６月 当社取締役東北ブロック長 

平成８年５月 当社取締役宇都宮西ブロック

長 

平成11年３月 当社取締役商品部長兼宇都宮

東、宇都宮西ブロック長 

平成14年６月 当社取締役第一商品部長 

平成15年３月 当社取締役店舗運営部長 

平成17年４月 当社取締役店舗企画部長 

平成19年４月 当社取締役店舗開発部長（現

任） 

取締役 営業統括部長 室井 善一 昭和33年６月28日生 

昭和52年４月 ㈱三環薬品入社 

（注）

2 
3 

昭和55年４月 ㈲河内薬品入社 

平成11年６月 当社群馬、埼玉ブロック長 

平成12年６月 当社取締役営業部長兼群馬、

埼玉ブロック長 

平成14年６月 当社取締役第二商品部長 

平成15年３月 当社取締役商品部長 

平成17年４月 当社取締役営業統括部長兼商

品部長 

平成19年４月 当社取締役営業統括部長（現

任） 

取締役  管理本部長 浅野 雅晴 昭和31年４月16日生 

昭和57年４月 ㈲紅珠薬品入社 

（注）

2 
6 

昭和63年７月 ㈱カワチ薬品入社 

平成12年３月 当社人材開発部長 

平成12年６月 当社取締役人材開発部長 

平成14年６月 当社取締役管理部長 

平成17年４月 当社取締役（管理部管掌） 

平成19年４月 当社取締役管理本部長（現

任） 

常勤監査役   片柳 章 昭和29年10月29日生 

昭和48年３月 ㈲河内薬品入社 

（注）

3 
1 

平成10年10月 当社営業課長 

平成11年６月 当社内部監査室長 

平成13年６月 当社常勤監査役（現任） 

監査役   佐藤 祐次 昭和27年11月20日生 

平成２年10月 オプココンサルタンツ㈱設立

代表取締役（現任） 
（注）

3 
0 

平成12年６月 当社監査役（現任） 

監査役   澤田 利夫 昭和６年12月１日生 

昭和44年４月 澤田総合法律事務所所長（現

任） 
（注）

3 
1 

平成12年６月 当社監査役（現任） 

        計   2,481 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、常にお客様をはじめステークホルダー並びに社会に信頼される企業をめざし、継続的に企業価値を高め

ていくために、適正なコーポレート・ガバナンスの確立が経営の重点課題と認識しております。 

 また、経営の迅速な意思決定が重要との認識のもと、取締役の人数を最小限に抑えることが必要との考えから、

取締役８名を上限に取締役会を構成し、円滑な運営を行っております。 

 なお、監査役設置会社として、社外監査役２名を含む３名体制で監査役会を構成し、会計監査人との連携を図り

ながら、経営の透明性、健全性、合理性についての監査機能の充実を図っております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

 当社は社外取締役を選任しておりませんが、取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項やその他経

営に関する重要事項の決定並びに業務執行状況の監督を行っております。定例の取締役会を原則月１回以上開

催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。 

 当社は、監査役制度を採用しており、社外監査役２名を含む３名で監査役会を構成しております。監査役

は、取締役会のほか、重要な会議に出席し取締役の職務執行についての監視を行っております。なお、社外監

査役である澤田利夫氏は、澤田総合法律事務所所長であり、当社は同事務所に所属している同氏の長男である

弁護士澤田雄二氏と顧問契約及び内部通報制度の外部窓口の委嘱契約を締結しております。 

 会計監査については、東陽監査法人に委嘱しており、当社は適正な監査実施の実現に向けた環境づくりに努

めております。当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は、次の

とおりであります。 

指定社員 業務執行社員：中野敦夫、能勢元 

会計監査業務に係る補助者の構成：公認会計士６名 

②内部監査及び監査役の監査状況 

 内部監査については、マネジャー１名に加え必要に応じ監査担当者を選任し実施しております。 

 監査役監査は、定時株主総会後の監査役会で決定した監査方針に基づき実施し、原則月１回開催する監査役

会で監査結果について報告・意見交換を図り、その結果を定期的に取締役会に報告しております。加えて監査

役は、取締役会及びその他重要な会議に出席するほか、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、

必要に応じて取締役、従業員にその説明を求めております。また、監査役は内部監査人と共同監査、意見交換

を実施する等、双方の監査が効率的、且つ実効性が上がるように努めております。 

 また、監査役は会計監査人が適正な監査が実施できるように、適宜、会計監査人と監査の状況、会社の対応

状況等について情報交換を行っております。 

③リスク管理体制の整備状況 

 当社は、各部署においてその有するリスクの洗い出しを行っており、リスクを顕在化させない仕組み作り並

びに顕在化した場合に対処する仕組み作りに取り組んでおります。 

 また、企業が存立を継続するためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であるとの認識のもと、平成17

年12月よりコンプライアンス体制の確立、浸透、定着という目的を達成するために取締役、内部監査人、外部

弁護士を委員とするコンプライアンス委員会を設置しております。なお、監査役は、オブザーバーとして委員

会に出席しております。更に通報先を外部弁護士とし、通報者の保護を徹底した内部通報制度を導入しており

ます。 

(2）役員報酬の状況 

 取締役の年間報酬総額     224百万円 

 監査役の年間報酬総額     34百万円 

(3）監査報酬の状況 

 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  15百万円 

 （注） 上記以外の業務に基づく報酬はございません。 

      (4) 取締役の定数 

      当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。 

   (5) 取締役の選任の決議要件 

     当社は、取締役の選任について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって選任する旨定款に定めております。 

   (6) 株主総会の特別決議要件 

      当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めて

おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う

ことを目的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年３月16日から平成18年３月15日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年３月16日から平成19年３月15日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

(3）当連結会計年度（平成18年３月16日から平成19年３月15日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表については、前連結会計年度との対比は行っておりません。なお、期末日を連結子会社

のみなし取得日としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しており、連結損益計算書、連結株主資

本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、作成しておりません。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成18年３月16日から平成19年３月15日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17年３月16日から平成18年３月15日まで）及び当事業年度（平成18年３

月16日から平成19年３月15日まで）の財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
当連結会計年度 

（平成19年３月15日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金   19,828

２．売掛金   775

３．棚卸資産   16,803

４．繰延税金資産   569

５．その他   2,535

 貸倒引当金   △1

流動資産合計   40,509 25.4

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物及び構築物  ※１ 74,867

減価償却累計額   31,795 43,072

(2）土地  ※１ 54,588

(3）建設仮勘定   1,507

(4) その他   ※１ 6,916 2,740

有形固定資産合計   101,907 63.9

２．無形固定資産   

（1）のれん   928

(2）その他   4,260

無形固定資産合計   5,188 3.2

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券   308

 （2）繰延税金資産   3,080

(3）その他   8,571

貸倒引当金   △23

投資その他の資産合計   11,935 7.5

固定資産合計   119,032 74.6

資産合計   159,542 100.0 

    
 



    
当連結会計年度 

（平成19年３月15日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金   35,091

２．短期借入金  ※１  1,747

３．１年以内返済予定長期借入金  ※１  12,025

４．未払法人税等   2,120

５．その他   4,715

流動負債合計   55,699 34.9

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金  ※１ 24,075

２．退職給付引当金   3,114

３．役員退職慰労引当金   374

４．その他   336

固定負債合計   27,901 17.5

負債合計   83,601 52.4

    
 



    
当連結会計年度 

（平成19年３月15日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金   13,001 8.1

２．資本剰余金   14,882 9.3

３．利益剰余金   47,980 30.1

４．自己株式   △3 △0.0

株主資本合計   75,860 47.5

Ⅱ 評価・換算差額等   

１．その他有価証券評価差額金   57

２．繰延ヘッジ損益   0

評価・換算差額等合計   57 0.0

Ⅲ 新株予約権   22 0.0

純資産合計   75,941 47.6

負債純資産合計   159,542 100.0 

    



②【連結損益計算書】 

期末日を連結子会社のみなし取得日としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しており、連結損

益計算書については、作成しておりません。 



③【連結株主資本等変動計算書】 

期末日を連結子会社のみなし取得日としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しており、連結株

主資本等変動計算書については、作成しておりません。 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

期末日を連結子会社のみなし取得日としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しており、連結キ

ャッシュ・フロー計算書については、作成しておりません。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 １社 

 子会社の名称  株式会社倉持薬局 

  当連結会計年度より連結子会社となり

ました。なお、期末日をみなし取得日と

しているため、当連結会計年度は貸借対

照表のみを連結しております。 

   (2) 非連結子会社の名称等 

  該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、12月31

日であり、連結財務諸表作成に当たって

は、同日現在の財務諸表を使用しており

ます。ただし、連結会計年度の末日まで

に発生した重要な取引は連結上必要な調

整をすることとしております。 



 項目 

 当連結会計年度 

 （自 平成18年３月16日 

  至 平成19年３月15日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券  

 （イ）その他有価証券 

時価のあるもの  

    決算末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

   ロ 棚卸資産 

(イ）商品 

 売価還元法による原価法。ただし、

調剤薬品については総平均法による原

価法 

  (ロ）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によってお

ります。 

 主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

  建物及び構築物 ８～34年 

   なお、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、３年間で均等償却する方法を採

用しております。 

  ロ 無形固定資産 

定額法 

 なお、ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

   

(3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 



 項目 

 当連結会計年度 

 （自 平成18年３月16日 

  至 平成19年３月15日） 

  ロ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異については、

全額費用処理しております。 

  ハ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、会社の内規に定める当連結会計年

度末要支給相当額を計上しておりま

す。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお金利スワップの特例処理の要

件を満たす金利スワップについては、

特例処理を採用しております。 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段はデリバティブ取引（金

利スワップ及び金利オプション）であ

り、ヘッジ対象は固定金利又は変動金

利の借入金の金利変動リスクでありま

す。 

  ハ ヘッジ方針 

 金利変動リスクに晒されている負債

に係るリスクを回避する目的と市場の

実勢金利に合わせるという目的を達成

する範囲で行う方針であり、投機目的

の取引及びレバレッジ効果の高いデリ

バティブ取引は行わない方針でありま

す。 

  二 ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象につい

て、毎決算期末（中間期末を含む）に

個別取引毎のヘッジ効果を検証してお

りますが、ヘッジ対象の負債とデリバ

ティブ取引について、元本・利率・期

間等の条件が同一の場合は、ヘッジ効

果が極めて高いことから本検証を省略

しております。 

 



 項目 

 当連結会計年度 

 （自 平成18年３月16日 

  至 平成19年３月15日） 

（6） その他連結財務諸表

作成のための重要な事項 

イ 賞与の支給見込額 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額の期間対応額を未払費用と

して計上しております。 

  ロ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっており、控除対象外消費税及び地

方消費税は、当連結会計年度の費用と

して処理しております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 



追加情報 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は75,918百万円

であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

（ストックオプション等に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用して

おります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（平成19年３月15日） 

※１ 担保に供している資産 

建物   13,026百万円

土地   35,800百万円

借地権   51百万円

計   48,878百万円

（同上に対する債務） 

短期借入金   1,747百万円

１年内返済予定 

長期借入金 

  
11,194百万円

長期借入金   22,743百万円

計   35,684百万円

当連結会計年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具備品 46 17 29

計 46 17 29

  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内   8百万円

１年超   21百万円

合計   29百万円

  

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。  



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価評価されていないもの 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

  種類 

当連結会計年度 
（平成19年３月15日現在） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

 株式 204 301 96 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

 株式 5 3 △1 

合計   210 305 95 

区分 

当連結会計年度 
（平成19年３月15日現在） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 3 

合計 3 

当連結会計年度 
（平成19年３月15日現在） 

 該当事項はありません。 

   なお、金利スワップ取引及び金利オプション取引を行

っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりま

すので、注記の対象から除いております。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、給付確定型の制度として退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際

して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があ

ります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
当連結会計年度 

（平成19年３月15日現在） 

(1）退職給付債務（百万円） △3,114 

(2）年金資産（百万円） － 

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △3,114 

(4）会計基準変更時差異の未処理額 

（百万円） 
－ 

(5）未認識数理計算上の差異（百万円） － 

(6）未認識過去勤務債務（百万円） － 

(7）連結貸借対照表計上額純額 

(3)＋(4)＋(5)＋(6)（百万円） 
△3,114 

(8）前払年金費用（百万円） － 

(9）退職給付引当金(7)－(8)（百万円） △3,114 

  
当連結会計年度 

（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

(1）退職給付費用（百万円） 406 

(2）勤務費用（百万円） 327 

(3）利息費用（百万円） 54 

(4）期待運用収益（百万円） － 

(5）数理計算上の差異の費用処理額 

（百万円） 
24 

  
当連結会計年度 

（平成19年３月15日現在） 

(1）割引率 2.0％ 

(2）期待運用収益率 － 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  

(4）過去勤務債務の処理年数 － 

(5）数理計算上の差異の処理年数 １年 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日） 

 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 当連結会計年度は、期末日を連結子会社のみなし取得日としているため、連結損益計算書を作成しておりま

せん。なお、提出会社については、販売費及び一般管理費に22百万円計上しております。 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  
平成12年 

ストック・オプション 
平成14年  

ストック・オプション  
平成15年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 従業員 135名  取締役６名及び従業員21名 
取締役５名、監査役２名及

び従業員39名 

ストック・オプション数

（注） 

普通株式  2,440株 

 （分割調整後 48,800株） 

 普通株式  72,000株 

  （分割調整後 144,000株）

普通株式  100,000株 

 （分割調整後 200,000株） 

付与日 平成12年６月９日  平成14年６月13日 平成15年６月12日 

権利確定条件 

 付与日（平成12年６月９

日）以降、権利確定日（平

成14年６月９日）まで継続

して勤務していること。 

  付与日（平成14年６月13

日）以降、権利確定日（平

成16年６月30日）まで継続

して勤務していること。 

  付与日（平成15年６月12

日）以降、権利確定日（平

成17年６月30日）まで継続

して勤務していること。 

対象勤務期間 
 自平成12年６月９日  

 至平成14年６月９日 

 自平成14年６月13日  

 至平成16年６月30日 

 自平成15年６月12日  

 至平成17年６月30日 

権利行使期間 
 自平成14年６月10日 

 至平成18年６月９日 

 自平成16年７月１日 

 至平成19年６月30日 

 自平成17年７月１日 

 至平成20年６月30日 

  
平成18年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 取締役４名及び監査役３名 従業員 61名 

ストック・オプション数

（注） 
普通株式 43,500株 普通株式  106,500株 

付与日 平成18年７月31日 平成18年７月31日 

権利確定条件 

 付与日（平成18年７月31日）以降、権利

確定日（平成20年６月30日）まで継続して

勤務していること。 

  付与日（平成18年７月31日）以降、権利

確定日（平成20年６月30日）まで継続して

勤務していること。 

対象勤務期間  自平成18年７月31日 至平成20年６月30日  自平成18年７月31日 至平成20年６月30日

権利行使期間  自平成20年７月１日 至平成23年６月30日  自平成20年７月１日 至平成23年６月30日



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

  当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。 

      ①使用した評価技法   ２項モデル 

      ②主な基礎数値及び見積方法 

 （注）１ 平成18年７月28日の終値 

    ２ 平成18年７月１日から７月28日までの終値の平均値に1.05を乗じた金額を使用しております。 

    ３ 平成18年７月21日を基準としたヒストリカル・ボラティリティを採用しております。 

    ４ 平成18年７月28日時点における直近の５年国債の応募者利回りを採用しております。 

    ５ 一株当たり配当実績25円を原資産価格で除して算出しております。 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。 

    
平成12年  

 ストック・オプ
ション 

 平成14年
 ストック・オプ

ション 

平成15年
 ストック・オプ

ション 

平成18年 
ストック・オプ

ション 

平成18年 
ストック・オプ

ション 

権利確定前 （株）          

前連結会計年度末   ―  ―  ― ― ― 

付与    ―  ―  ― 43,500 106,500 

失効    ―  ―  ― ― 1,000 

権利確定    ―  ―  ― ― ― 

未確定残    ―  ―  ― 43,500 105,500 

権利確定後 （株）          

前連結会計年度末   15,700 119,000 135,600 ― ― 

権利確定   ― ― ― ― ― 

権利行使   5,400 ― 8,200 ― ― 

失効   10,300 ― 1,000 ― ― 

未行使残   ― 119,000 126,400 ― ― 

    
 平成12年 

 ストック・オプ
ション 

平成14年
 ストック・オプ

ション 

平成15年
 ストック・オプ

ション 

平成18年 
ストック・オプ

ション 

平成18年 
ストック・オプ

ション 

権利行使価格 （円） 2,000 5,219 3,850 3,996 3,996 

行使時平均株価 （円） 4,242  ― 3,993 ― ― 

公正な評価単価（付与日） （円）  ―  ―  ― 458.3 458.3 

  平成18年 平成18年 

 原資産価格（注）１ 3,680円 3,680円 

 権利行使価額（注）２ 4,001円  4,001円 

 ボラティリティ（注）３ 20.50％  20.50％ 

 無リスク利子率（注）４ 1.48％ 1.48％ 

 配当利回り（注）５ 0.01％ 0.01％ 

 行使期間 ３年 ３年 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動資産  

繰延税金資産  

未払賞与 294百万円

商品券に係る預り金 59百万円

法定福利費 62百万円

未払事業税 182百万円

未払事業所税 20百万円

その他  1百万円

繰延税金資産合計 621百万円

 繰延税金負債  

商品券見積原価  △47百万円

その他  △4百万円

繰延税金負債合計  △51百万円

繰延税金資産の純額 569百万円

   

(2）固定資産  

繰延税金資産  

退職給付引当金 1,257百万円

役員退職慰労引当金 151百万円

固定資産償却超過額 66百万円

減損損失 1,657百万円

その他  34百万円

繰延税金資産合計 3,166百万円

繰延税金負債  

土地圧縮積立金 △12百万円

その他有価証券評価差額金  △39百万円

差入敷金保証金 △34百万円

その他 △1百万円

繰延税金負債合計 △86百万円

繰延税金資産の純額 3,080百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳 

  当連結会計年度は、期末日を連結子会社のみなし取

得日としており、連結損益計算書を作成しておりませ

んので、記載を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日）  

当社グループは、全て同一セグメントに属するため、該当事項はありません。  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な存外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日）  

海外売上高がないため該当事項はありません。  

【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自平成18年３月16日 至平成19年３月15日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） 当連結会計年度については、連結損益計算書を作成しないため、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額は、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

１株当たり純資産額 3,088円30銭 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は次のとおりで

あります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － 1,747 0.93 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 12,025 1.11 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） － 24,075 1.08 
平成20年～ 

平成25年 

合計 － 37,847 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のも

のを除く） 

9,964 7,205 5,037 1,810 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月15日） 
当事業年度 

（平成19年３月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  14,852 19,102 

２ 売掛金  428 751 

３ 商品  13,080 15,935 

４ 貯蔵品  5 5 

５ 前払費用  266 254 

６ 未収入金  1,742 2,046 

７ 繰延税金資産  542 560 

８ その他  1 105 

流動資産合計  30,921 21.1 38,761 24.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物 ※１ 53,527 56,752   

減価償却累計額  18,748 34,778 20,860 35,892 

(2）構築物  16,724 17,370   

減価償却累計額  9,428 7,296 10,589 6,780 

(3）車両運搬具  47 47   

減価償却累計額  24 22 34 13 

(4）器具備品  8,937 9,366   

減価償却累計額  6,115 2,822 6,704 2,661 

(5）土地 ※１ 53,455 54,514 

(6）建設仮勘定  1,688 1,507 

有形固定資産合計  100,063 68.2 101,369 64.2

２ 無形固定資産    

(1）借地権 ※１ 3,691 3,848 

(2）ソフトウェア  334 318 

(3）電話加入権  35 35 

(4）その他  34 38 

無形固定資産合計  4,096 2.8 4,241 2.7

 



   
前事業年度 

（平成18年３月15日） 
当事業年度 

（平成19年３月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  344 302 

（2）関係会社株式  － 1,310 

(3）出資金  22 22 

(4）長期前払費用  1,349 1,110 

（5）関係会社長期貸付金  － 560 

(6）差入敷金保証金  6,972 7,215 

(7）繰延税金資産  2,819 3,041 

(8）その他  12 9 

   貸倒引当金  － △23 

投資その他の資産合計  11,520 7.9 13,549 8.6

固定資産合計  115,680 78.9 119,160 75.5

資産合計  146,601 100.0 157,922 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  30,545 34,034 

２ 短期借入金 ※１ 1,447 1,747 

３ １年内返済予定長期借
入金 

※１ 11,784 11,937 

４ 未払金  2,388 2,058 

５ 未払費用  1,898 2,027 

６ 未払法人税等  2,110 2,096 

７ 未払消費税等  205 264 

８ 預り金  394 163 

９ 前受収益  36 52 

10 その他  0 0 

流動負債合計  50,810 34.7 54,380 34.4

 



   
前事業年度 

（平成18年３月15日） 
当事業年度 

（平成19年３月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※１ 21,376 23,820 

２ 退職給付引当金  2,721 3,069 

３ 役員退職慰労引当金  326 374 

４ 長期預り保証金  276 336 

５ その他  4 － 

固定負債合計  24,705 16.8 27,600 17.5

負債合計  75,516 51.5 81,981 51.9

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 12,980 8.9 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  14,860 － 

資本剰余金合計  14,860 10.1 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  1,158 － 

２ 任意積立金    

(1）固定資産圧縮積立金  17 －   

(2）特別償却準備金  5 －   

(3）別途積立金  36,600 36,622 － － 

３ 当期未処分利益  5,382 － 

利益剰余金合計  43,164 29.4 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※４ 82 0.1 － －

Ⅴ 自己株式 ※３ △3 △0.0 － －

資本合計  71,085 48.5 － －

負債資本合計  146,601 100.0 － － 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月15日） 
当事業年度 

（平成19年３月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  － － 13,001 8.2

２ 資本剰余金    

(1）資本準備金  － 14,882   

資本剰余金合計  － － 14,882 9.4

３ 利益剰余金    

(1）利益準備金  － 1,158   

(2）その他利益剰余金    

別途積立金  － 40,000   

圧縮積立金  － 17   

特別償却準備金   － 1   

繰越利益剰余金  － 6,802   

利益剰余金合計  － － 47,980 30.4

４ 自己株式  － － △3 △0.0

株主資本合計  － － 75,860 48.0

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 －   57 

２ 繰延ヘッジ損益  －   0 

評価・換算差額等合計  － － 57 0.0

Ⅲ 新株予約権  － － 22 0.0

純資産合計  － － 75,941 48.1

負債純資産合計  － － 157,922 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  200,161 100.0 207,337 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 商品期首棚卸高  11,915 13,080   

２ 当期商品仕入高  157,918 165,497   

合計  169,834 178,578   

３ 商品期末棚卸高  13,080 156,753 78.3 15,935 162,643 78.4

売上総利益  43,408 21.7 44,694 21.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費  2,288 2,579   

２ 給料手当  13,875 15,154   

３ 退職給付費用  357 411   

４ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 84 48   

５ 法定福利費  1,551 1,683   

６ 水道光熱費  1,730 1,877   

７ 消耗品費  1,070 1,059   

８ 租税公課  892 896   

９ 減価償却費  4,693 4,794   

10 賃借料  3,462 4,110   

11 その他  2,297 32,304 16.2 2,487 35,103 17.0

営業利益  11,103 5.5 9,590 4.6

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  24 30   

２ 受取配当金  10 2   

３ 受取協賛金  249 173   

４ 受取手数料  173 220   

５ 受取賃貸料  243 280   

６ 補助金収入  12 34   

７ その他  46 759 0.4 45 787 0.4

     
 



   
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  424 398   

２ 社債利息  0 －   

３ 支払手数料  107 83   

４ 賃貸原価  69 76   

５ その他  63 665 0.3 105 665 0.3

経常利益  11,198 5.6 9,713 4.7

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※１ 3 3 0.0 10 10 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※２ 13 203   

２ 減損損失 ※３ 4,109 －   

３ 貸倒引当金繰入額    － 23   

４ その他  11 4,134 2.1 12 240 0.1

税引前当期純利益  7,066 3.5 9,483 4.6

法人税、住民税及び事
業税 

 4,573 4,224   

法人税等調整額  △1,660 2,913 1.4 △225 3,999 2.0

当期純利益  4,153 2.1 5,483 2.6

前期繰越利益  1,229 － 

当期未処分利益  5,382 － 

     



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

 利益処分計算書  

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月８日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     5,382 

Ⅱ 任意積立金取崩高       

特別償却準備金取崩額   1 1 

合計     5,384 

Ⅲ 利益処分額       

１．配当金   614   

２．役員賞与金   54   

(うち監査役賞与金）   (6)   

３．任意積立金       

   別途積立金   3,400 4,068 

Ⅳ 次期繰越利益     1,316 



  株主資本等変動計算書 

  当事業年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資
本合計 資本準

備金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 

別途積立
金 

圧縮積立
金 

 特別償
却準備金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月15日 残高 
（百万円） 

12,980 14,860 14,860 1,158 36,600 17 5 5,382 43,164 △3 71,002

事業年度中の変動額           

新株の発行 21 21 21     42

剰余金の配当（注）       △614 △614   △614

利益処分による役員賞
与 （注） 

      △54 △54   △54

別途積立金の積立て
（注）  

      3,400 △3,400 －   －

特別償却準備金の取
崩  

      △3 3 －   －

当期純利益       5,483 5,483   5,483

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

          

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

21 21 21 － 3,400 － △3 1,419 4,815 － 4,857

平成19年３月15日 残高 
（百万円） 

13,001 14,882 14,882 1,158 40,000 17 1 6,802 47,980 △3 75,860

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月15日 残高 
（百万円） 

82 － 82 － 71,085 

事業年度中の変動額     

新株の発行   42 

剰余金の配当（注）   △614 

利益処分による役員賞与（注）   △54 

別途積立金の積立て（注）   － 

特別償却準備金の取崩   － 

当期純利益   5,483 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△24 0 △24 22 △1 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△24 0 △24 22 4,856 

平成19年３月15日 残高 
（百万円） 

57 0 57 22 75,941 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度  
（自 平成18年３月16日  
至 平成19年３月15日）  

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円）  

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 税引前当期純利益  7,066 9,483 

２ 減価償却費  4,725 4,825 

３ 減損損失  4,109 － 

４ 固定資産除却損  10 203 

５ 貸倒引当金の増加額   － 23 

６ 退職給付引当金の増加
額 

 281 347 

７ 役員退職慰労引当金の
増加額（△減少額） 

 △160 48 

８ 受取利息及び配当金  △34 △32 

９ 支払利息  424 398 

10 固定資産売却益  △3 △10 

11 その他の損益  △130 △90 

12 売上債権の増加額  △94 △322 

13 棚卸資産の増加額  △1,166 △2,854 

14 前払費用の減少額（△
増加額） 

 △40 23 

15 未収入金の増加額  △254 △303 

16 その他流動資産の増加
額（△減少額） 

 1 △104 

17 仕入債務の増加額  870 3,488 

18 未払金の増加額  95 168 

19 未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △246 58 

20 未払費用の増加額  124 133 

21 預り金の増加額（△減
少額） 

 91 △241 

22 前受収益の減少額  5 15 

23 その他流動負債の増加
額（△減少額） 

 △1 0 

24 その他固定負債の増加
額 

 30 70 

25 役員賞与の支払額  △75 △54 

26 その他  △27 △26 

小計  15,601 15,248 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度  
（自 平成18年３月16日  
至 平成19年３月15日）  

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円）  

27 利息及び配当金の受取
額 

 10 3 

28 利息の支払額  △419 △413 

29 法人税等の支払額  △5,888 △4,238 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 9,304 10,599 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得に
よる支出 

 △9,121 △6,451 

２ 有形固定資産の売却に
よる収入 

 8 84 

３ 無形固定資産の取得に
よる支出 

 △440 △148 

４ 投資有価証券の取得等
による支出  

 － △1,310 

５ 貸付による支出   － △562 

６ 貸付金の回収による収
入  

 － 1 

７ 長期前払費用の増加に
よる支出 

 △329 △53 

８ 差入敷金保証金の差入
による支出 

 △956 △474 

９ 差入敷金保証金の返還
による収入 

 257 239 

10 その他投資等の増加に
よる支出 

 △5 － 

11 その他投資等の減少に
よる収入 

 0 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △10,585 △8,675 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度  
（自 平成18年３月16日  
至 平成19年３月15日）  

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円）  

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

 １ 短期借入による純増加
額 

 － 300

２ 長期借入による収入  11,100 18,600 

３ 長期借入金の返済によ
る支出 

 △12,191 △16,002 

４ 社債の償還による支出  △133 － 

５ 株式の発行による収入  245 42 

６ 自己株式の取得による
支出 

 △1 － 

７ 配当金の支払額  △612 △614 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,592 2,325 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 △2,873 4,249 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 17,726 14,852 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 14,852 19,102 

    



（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況） 

前事業年度（自 平成17年３月16日 至 平成18年３月15日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日） 

 該当事項はありません。 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

    

  

(2)子会社及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1）商品 

 売価還元法による原価法。ただし、

調剤薬品については総平均法による原

価法 

(1）商品 

同左 

  (2）貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によってお

ります。 

 主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  建物   ８～34年 

構築物  10～20年 

器具備品 ３～８年 

  

   なお、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、３年間で均等償却する方法を採

用しております。 

  

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

  同左 

４ 引当金の計上基準 (1）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務に基づき、

当期末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異について

は、全額費用処理しております。 

(1）退職給付引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

  (2）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、会社の内規に定める期末要支給相

当額を計上しております。 

(2）役員退職慰労引当金 

同左 

    

  

 (3) 貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお金利スワップの特例処理の要

件を満たす金利スワップについては、

特例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段はデリバティブ取引（金

利スワップ及び金利オプション）であ

り、ヘッジ対象は固定金利又は変動金

利の借入金の金利変動リスクでありま

す。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 金利変動リスクに晒されている負債

に係るリスクを回避する目的と市場の

実勢金利に合わせるという目的を達成

する範囲で行う方針であり、投機目的

の取引及びレバレッジ効果の高いデリ

バティブ取引は行わない方針でありま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象につい

て、毎決算期末（中間期末を含む）に

個別取引毎のヘッジ効果を検証してお

りますが、ヘッジ対象の負債とデリバ

ティブ取引について、元本・利率・期

間等の条件が同一の場合は、ヘッジ効

果が極めて高いことから本検証を省略

しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

  (5）その他リスク管理方法のうちヘッジ

会計に係るもの 

 取締役会において、定期的に取引の

運用状況を報告しており、取引の実行

及び管理は管理部長が中心となって、

管理部で行っております。なお、取引

に関する管理規定は特に設けておりま

せん。 

 ────── 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い預金を計上しております。 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）賞与の支給見込額 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額の期間対応額を未払費用と

して計上しております。 

(1）賞与の支給見込額 

同左 

  (2）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(2）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成16年

３月31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当事業年度から同会計基

準及び同適用指針を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が4,109百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

────── 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は75,918百万円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

──────  （ストックオプション等に関する会計基準） 

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ22百万円減少しております。 

──────   （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利益、税引前当期純利益

は、それぞれ54百万円減少しております。 



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

 営業外費用の賃貸原価は営業外費用の100分の10を超え

たため、区分掲記することとしました。なお、前事業年

度は営業外費用のその他に50百万円含まれております。 

 ────── 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が190百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、190百万円

減少しております。 

 ────── 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月15日） 

当事業年度 
（平成19年３月15日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

建物   13,940百万円

土地   38,418百万円

借地権   51百万円

計   52,411百万円

建物   12,757百万円

土地   35,726百万円

借地権   51百万円

計   48,535百万円

（同上に対する債務） （同上に対する債務） 

短期借入金   1,447百万円

１年内返済予定 

長期借入金 

  
10,988百万円

長期借入金   19,588百万円

計   32,023百万円

短期借入金   1,747百万円

１年内返済予定 

長期借入金 

  
11,116百万円

長期借入金   22,428百万円

計   35,291百万円

※２ 授権株数 普通株式 52,000,000株

発行済株式総数 普通株式 24,569,820株

※２        ────── 

※３ 自己株式数 普通株式 851株 ※３        ────── 

※４ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が82百万円

増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

※４        ────── 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 3百万円 土地 9百万円

器具備品  0百万円

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 1百万円

構築物 6百万円

器具備品 5百万円

建物 21百万円

構築物 4百万円

器具備品 9百万円

ソフトウェア 168百万円

※３ 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。 

※３        ────── 

用途 場所 種類 金額 

営業店舗 埼玉県他 建物 288百万円

    土地 2,106百万円

    借地権 13百万円

    計 2,408百万円

賃貸店舗等 茨城県他 建物 101百万円

    土地 1,576百万円

    借地権 22百万円

    計 1,701百万円

 

 当社は、各店舗単位を資産グループとして減損会

計を適用しております。減損は主に土地の市場価額

の著しい下落等を要因としており、各資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（4,109百万円）として特別損失に計上い

たしました。 

 その内訳は建物390百万円、土地3,682百万円、借

地権36百万円であります。 

 資産グループの回収可能価額は使用価値により測

定しており、将来キャッシュ・フローを4.9％で割り

引いて算定しております。 

 なお、一部の資産グループの回収可能価額につい

ては、正味売却可能価額により算定しております。 

  

  

  

  



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）当事業年度増加株式数は、新株引受権及び新株予約権の行使によるものであります。 

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 ３．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式 24,569,820 13,600 － 24,583,420 

合計 24,569,820 13,600 － 24,583,420 

自己株式         

普通株式 851 － － 851 

合計 851 － － 851 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高 
（百万円）前事業年度

末 
当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社 ストック・オプションと

しての新株予約権 
－ － － － － 22 

合計 － － － － － 22 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月８日 

定時株主総会 
普通株式 614  25  平成18年３月15日 平成18年６月９日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月11日 

定時株主総会 
普通株式 737   利益剰余金 30  平成19年３月15日 平成19年６月12日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日  
至 平成19年３月15日）  

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金 14,852百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物の期末残高 14,852百万円

現金及び預金 19,102百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金  －百万円

現金及び現金同等物の期末残高 19,102百万円

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

 器具備品 22 18 3 

 ソフトウェア 13 12 0 

計 36 31 4 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

 器具備品 14 6 8 

合計 14 6 8 

２ 未経過リース料 ２ 未経過リース料 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 １年内 3百万円 

 １年超 1百万円 

合計 4百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 １年内 2百万円 

 １年超 5百万円 

合計 8百万円 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 11百万円 

 減価償却費相当額 11百万円 

 支払リース料 3百万円 

 減価償却費相当額 3百万円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。  



（有価証券関係） 

  ３ 前事業年度（自平成17年３月16日 至平成18年３月15日）及び当事業年度（自平成18年３月16日 至平成19年３

月15日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

  １ その他有価証券で時価のあるもの  

 区分 

前事業年度 
（平成18年３月15日現在） 

取得原価 
（百万円） 

貸借対照表日におけ
る貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

 株式 204 342 137 

 合計 204 342 137 

  ２ その他有価証券で時価評価されていないもの 

 区分 

前事業年度 
（平成18年３月15日現在） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

非上場株式 1 

 合計 1 

前事業年度 

（平成18年３月15日現在） 

該当事項はありません。 

  なお、金利スワップ取引及び金利オプション取引を行っ

ておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますの

で、注記の対象から除いております。 



（退職給付関係） 

  １.採用している退職給付の概要 

    当社は、給付確定型の制度として退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付

会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

  ２．退職給付債務及びその内訳  

  
前事業年度 

 （平成18年３月15日現在）

 (1)退職給付債務（百万円） △2,721 

 (2)年金資産（百万円） ― 

 (3)未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △2,721 

 (4)会計基準変更時差異の未処理額（百万円） ― 

 (5)未認識数理計算上の差異（百万円） ― 

 (6)未認識過去勤務債務（百万円） ― 

 (7)貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6)（百万円） △2,721 

 (8)前払年金費用（百万円） ― 

 (9)退職給付引当金(7)－(8)（百万円） △2,721 

  ３．退職給付費用の内訳  

  
前事業年度 

 （平成18年３月15日現在）

 (1)勤務費用（百万円） 295 

 (2)利息費用（百万円） 48 

 (3)期待運用収益（百万円） ― 

 (4)数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 13 

  ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項  

  
前事業年度 

 （平成18年３月15日現在）

  

  

 (1)割引率 2.0 ％  

 (2)期待運用収益率 ―   

 (3)退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準   

 (4)過去勤務債務の処理年数 ―   

 (5)数理計算上の差異の処理年数 １年   



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (1)流動資産 

   繰延税金資産 

 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (1)流動資産 

   繰延税金資産 

 繰延税金負債 

 未払賞与 273百万円

 商品券に係る預り金 148百万円

 法定福利費 58百万円

 未払事業税 163百万円

 未払事業所税 18百万円

 繰延税金資産合計 661百万円

 商品券見積原価 △119百万円

 繰延税金負債合計 △119百万円

 繰延税金資産の純額 542百万円

  繰延税金負債 

 未払賞与 289百万円

 商品券に係る預り金 59百万円

 法定福利費 62百万円

 未払事業税 180百万円

 未払事業所税 20百万円

 繰延税金資産合計 612百万円

 商品券見積原価 △47百万円

 その他 △4百万円

 繰延税金負債合計 △51百万円

 繰延税金資産の純額 560百万円

  (2)固定資産 

   繰延税金資産 

  

  

    繰延税金負債 

 退職給付引当金 1,076百万円

 役員退職慰労引当金 131百万円

 什器備品償却超過額 31百万円

 減損損失 1,649百万円

 繰延税金資産合計 2,889百万円

 土地圧縮積立金 △12百万円

 特別償却準備金 △2百万円

 その他有価証券評価差額金 △55百万円

 繰延税金負債合計 △70百万円

 繰延税金資産の純額 2,819百万円

 (2)固定資産 

   繰延税金資産 

    繰延税金負債 

 退職給付引当金 1,239百万円

 役員退職慰労引当金 151百万円

 固定資産償却超過額 66百万円

 減損損失 1,636百万円

 その他 34百万円

 繰延税金資産合計 3,128百万円

 土地圧縮積立金 △12百万円

 その他有価証券評価差額金 △39百万円

 差入敷金保証金 △34百万円

その他 △1百万円

 繰延税金負債合計 △86百万円

 繰延税金資産の純額 3,041百万円

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。 

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳  

 同左 



（持分法損益等） 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

 関連会社がないため、該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度 
（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

１株当たり純資産額 2,891円08銭 3,088円30銭 

１株当たり当期純利益金額 167円12銭 223円11銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
166円70銭 223円09銭 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

損益計算書上の当期純利益（百万円） 4,153 5,483 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,099 5,483 

普通株主に帰属しない金額（百万円）     

利益処分による役員賞与金 54 － 

普通株式の期中平均株式数（株） 24,529,083 24,578,863 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳 

    

新株引受権（株） 11,053 1,842 

新株予約権（株） 51,893 － 

普通株式増加数（株） 62,946 1,842 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

    

新株予約権 595個 

なお、これらの詳細について

は、第４提出会社の状況１株式等

の状況(2)新株予約権等の状況に

記載のとおりであります。 

2,715個 

なお、これらの詳細について

は、第４提出会社の状況１株式等

の状況(2)新株予約権等の状況に記

載のとおりであります。 

   ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎  

項目 
前事業年度 

（自 平成17年３月16日 
至 平成18年３月15日） 

当事業年度 
（自 平成18年３月16日 
至 平成19年３月15日） 

純資産の合計額（百万円） ― 75,941 

純資産の合計額から控除する金額（百万

円） 
― 22 

 （うち新株予約権） （―） (22) 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） ― 75,918 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株） 
― 24,582,569 



（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成17年３月16日 至 平成18年３月15日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年３月16日 至 平成19年３月15日） 

 該当事項はありません。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額の主なものは次のとおりであります。 

                                               百万円 

         建         物       市   名   坂   店（新設）   403 

                           加     須     店（新設）   343 

                           石   岡   北   店（新設）   335 

                           足   利   西   店（新設）   330 

                           石   巻   西   店（新設）   307 

                           清   水   鳥   坂   店（新設）   306 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

㈱群馬銀行 136,000 108 

㈱常陽銀行 138,000 101 

㈱栃木銀行 116,000 78 

北海道電力㈱ 3,641 11 

大正製薬㈱ 1,100 2 

オールジャパンドラッグ㈱ 1,300 1 

計 396,041 302 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 53,527 3,316 91 56,752 20,860 2,188 35,892 

構築物 16,724 794 148 17,370 10,589 1,207 6,780 

車両運搬具 47 ― ― 47 34 9 13 

器具備品 8,937 832 403 9,366 6,704 982 2,661 

土地 53,455 1,133 74 54,514 ― ― 54,514 

建設仮勘定 1,688 5,935 6,117 1,507 ― ― 1,507 

有形固定資産計 134,381 12,012 6,835 139,558 38,188 4,387 101,369 

無形固定資産               

借地権 3,691 217 60 3,848 ― ― 3,848 

ソフトウェア 513 261 171 603 284 109 318 

電話加入権 35 ― ― 35 ― ― 35 

その他 42 7 ― 49 11 3 38 

無形固定資産計 4,282 487 232 4,537 295 112 4,241 

長期前払費用 2,246 100 84 2,262 1,151 326 1,110 



【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 326 48 ― ― 374 

 貸  倒  引  当  金 ― 23 ― ― 23 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

 （注）ＵＦＪニコス㈱は、平成19年４月１日付で三菱ＵＦＪニコス㈱に社名を変更しております。 

(ロ）売掛金滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（百万円） 

現金 1,232 

預金   

普通預金 6,067 

当座預金 11,795 

別段預金 7 

計 17,869 

合計 19,102 

相手先 金額（百万円） 

社会保険診療報酬支払基金 217 

国民健康保険団体連合会 235 

ＵＦＪニコス㈱（注） 162 

㈱ジェーシービー 118 

その他 18 

合計 751 

期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

428 7,559 7,236 751 90.6 28 



③ 商品 

④ 貯蔵品 

⑤ 買掛金 

    ⑥１年以内返済予定長期借入金 

区分 金額（百万円） 

医薬品 3,078 

化粧品 2,496 

雑貨 6,026 

一般食品 4,333 

合計 15,935 

区分 金額（百万円） 

制服 4 

収入印紙 1 

その他 0 

合計 5 

相手先 金額（百万円） 

㈱パルタック 4,728 

㈱あらた 3,000 

国分㈱  2,605 

シーエス薬品㈱ 2,286 

みのわ商事㈱ 1,942 

㈱菱食 1,899 

その他 17,570 

合計 34,034 

相手先 金額（百万円） 

㈱足利銀行 1,733 

農林中央金庫 1,676 

㈱栃木銀行 1,656 

㈱常陽銀行 1,495 

㈱三井住友銀行 1,150 

㈱群馬銀行 1,065 

その他 3,160 

合計 11,937 



    ⑦長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱栃木銀行 3,961 

㈱足利銀行 3,629 

㈱常陽銀行 3,378 

㈱三井住友銀行 2,650 

農林中央金庫 2,607 

㈱みずほ銀行 1,975 

その他 5,618 

合計 23,820 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利、株主の有する株式数に応じて募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有

しておりません。 

事業年度 ３月16日から３月15日まで 

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ３月15日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 ３月15日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

株券喪失登録申請料 １件につき9,030円（消費税込） 

株券登録料 １枚につき525円（消費税込） 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により、電子公告による

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは

次のとおりであります。 

（ホームページアドレス http://www.cawachi.co.jp） 

株主に対する特典 

３月15日現在の株主（100株以上）に対し「株主様お買物優待券」を次の

とおり進呈しております。 

100株以上  １冊 

500株以上  ２冊 

1,000株以上  ３冊 

優待券は１冊につき100円券50枚綴り。購入金額1,000円毎に１枚利用可。

翌年６月末日まで有効。調剤薬局を除く、直営店舗で利用可。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第39期（自 平成17年３月16日 至 平成18年３月15日）平成18年６月９日関東財務局長に提出 

    (2) 臨時報告書 

      平成18年７月31日関東財務局長に提出 

      企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（募集によらないで取得される新株予約権の発 

     行）に基づく臨時報告書であります。 

   (3) 臨時報告書 

      平成18年７月31日関東財務局長に提出 

      企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（募集によらないで取得される新株予約権の発 

     行）に基づく臨時報告書であります。 

   (4) 訂正報告書 

      平成18年８月16日関東財務局長に提出 

      (2)の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

   (5) 訂正報告書 

      平成18年８月16日関東財務局長に提出 

      (3)の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

(6）半期報告書 

 事業年度 第40期中（自 平成18年３月16日 至 平成18年９月15日）平成18年12月12日関東財務局長に提出



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月11日

株式会社カワチ薬品  

  取締役会 御中  

  東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中野 敦夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 能勢  元  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カワチ薬品の平成18年３月16日から平成19年３月15日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社カワチ薬品及び連結子会社の平成19年３月15日現在の財政状態をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年６月８日

株式会社カワチ薬品  

  取締役会 御中  

  東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中野 敦夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 本橋 隆夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カワチ薬品の平成17年３月16日から平成18年３月15日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社カワチ薬品の平成18年３月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により財

務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月11日

株式会社カワチ薬品  

  取締役会 御中  

  東陽監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中野 敦夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 能勢  元  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カワチ薬品の平成18年３月16日から平成19年３月15日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社カワチ薬品の平成19年３月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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